
（5）事業主は、労働者に対して申出に係る千が負傷し、又ほ疾病にかか／〕ている事実を証明する   

書類の提出を求めることができ吏「ナ‾（則第30条第2項）、  

ただし、現に負傷、疾病の子〃）世話を行うため〃）休暇であることか〔」、証明書類の提出を求   

ガ）る場合には事後の提出を可能とする等、労働者に過重／工員担を求めることにならないょう配   

慮してください（指針）  

（6）労働者〃）子〃）症状、労働者〃）勤務ゾ）状況等が様々であることに対応し、制度〃）弾力的な利用   

が可能となろ［うに配慮してください（指針）し  

ポイント解説  

★ 子ども〝）看護休暇は、労働者1人に／つき5日であり、子ビそ）1人に／つき5日ではありま   

せんが、法を上回る日数佑）取得を可能とする制度を定めることは差し支えありませんし、  

★ 子どもぴ）看護休暇は、介護休業と異なり、休暇が取得できる負傷や疾病〃）種類や程度に   

特段〃）制限はあり妄せんノ）で、例えば風邪に1二ろ発熱など短期間で治癒する傷病であって   

も労働者が必要と考えろ場斜こは申出ができ圭一巨 二〃り二「ダ）、申出に係ろ子〝）負傷又は疾   

病〝）事実を証明すろ書類としてぃ土、必ずし辛）医師の診断書等が得〔Jれない場合等≠）あり去   

すので 、例えば、購入Lた薬の領収書等により確認する等柔軟な取扱いをすることが求め   

られます  
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Ⅴ 不利益取扱いの禁止  （第10条、第16条、第16条の4）  

l l  

≡○ 事業主は、育児休業、介護休業や子の看護休暇の申出をしたこと又は取得したことを理室  
I 

l  

■ 由として、労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはいけません。  一  
I  l  

（1）育児休業、介護休業や子の看護休暇の申出をしたこと又は取得したことを理由として行う解   

雇その他不利益な取扱いの意思表示は無効と解されます。  

（2）事業主に対して禁止される解雇その他不利益な取扱いは、労働者が育児休業、介護休業や子   

の看護休暇の申出をしたこと又は取得したこととの間に因果関係がある行為です（指針）。  

（3）解雇その他不利益な取扱いの典型例として、次に掲げる取扱いがあげられます（指針）。   

① 解雇すること。   

② 期間を定めて雇用される者について、 契約の更新をしないこと。   

③ あらかじめ契約の更新回数の上限が明示されている場合に、当該回数を引き下げること。   

④ 退職又は正社員をパーートタイム労働者等の非正規社員とするような労働契約内容の変更の  
強要を行うこと。  
＊ 勧奨退職や正社貢をパートタイムジュ働者等の非正規社員とするような労働契約内容の変更  

は、労働者の表面ヒのl甘意を得ていたとしても、これが労働者の真意に基づく車）のではないと  

認められる場合には、これに該当します。   

⑤ 自宅待機を命ずること。  
＊ 事業十三が、育児休業や介護休業の終j′予定11を超えて休業することや、／・の看護休暇の取得  

の申出に係る目以外の目に休業することを労働省1こ強要することは、これに含まれます。   

⑥ 降格させること。   

⑦ 減給をし、又は賞与等において不利益な算定を行うこと〔1  
＊ 育児休業、介護休業期間中や／一の看護休暇を取得したしjについて賃金を支払わないこと、退  

職金や賞㌧の算定にこ当たり現に勤務した仁］数を考慮する場合に休業した期間又は子の看護休暇  

を取得した日数分は日割りで算定対象期間から控除することなど、専ら休業期間又は子の看護  

休暇を取得したHは働かなかったものとして取り扱うことは、不利益な取扱いに該1しません  

が、休業期間又は十の看護休暇を取得した口数を超えて働かなかったものとして取り扱うこと  

は、「不利益な算定」に該主当します。   

⑧ 不利益な配置の変更を行うこと。  
＊ 配置の変更が不利益な取扱いに該当するか否かについては、配置の変更前後の賃金その他の  

労働条件、通勤事情、二！う人の将来に及ぼす影響等諸般の事情について総合的に比較考量の上、  
判断すべきものですが、例えば、通常の人事異動Ⅵルールからは卜分に説明できない職務又は  

就業の場所の変更を行うことにより、その労働者に相当程度経済的又は精神的な不利益を生じ  

させることは、これに該当します。   

⑨ 就業環境を害すること。  
＊ 業務に従事させない、専ら雑務に従事二させる等の行為は、これに該：ナ1しますぐ）  

（4）（3）の①～⑨は、あくまでも「解雇その他不利益な取扱い」（7）例示であり、ここに掲げてい   

ない行為についても個別具体的な事情を勘案すれば不利益取扱いに該当するケースもあり得ま   

す。  
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Ⅵ 時間外労働の制限   

Ⅵ－1 育児を行う労働者の時間外労働の制限1  （第17条第1項）  

○ 事業主は、小芋校就芋ノ）始期に達するまでゾ）千を養育する実働者が、その子を養育する   

た裾二請求した場合においては、事業〃）正常な運営を妨げる場合を除き、1か月について  

24時間、1年について150時間を超える時間外労働をさせてはいけません‥  

○ ただし、次の上うな労働者は請求できません 

ユ）そ〝）事業主に継続して雇用された期間が1年に満たない労働者   

② 配偶者が常態としてそぴ）子を養育することができると認め「Jれる労働者   

施 その他請求できないこととすろことに／ついて合理的な理由があると認められる労働者  

（り 時間外労働の静」限は、あらかじめ制度が導入され、就業規則などに記載されるべきものであ   

ることに留意してください（指針）〕なお、当然〝）ことなが〔J、事業主が労働者に時間外労働を   

させるた裾こは、別途労働基準法第〕6条第1項しノ）規定による時間外労働協定を締結し、所轄の   

労働基準監督署長へ届け出ることが必要で一丁卜  

（2）日々雇い入れられる者は請求できモせんが、期間を定めて雇用される者は請求できます 

（3）労働者が請求したときは、事業主は原則として、就業規則や時間外労働協定等で定めた時間   

外労働〃）上限時間如何に関わらず、1か月について24時間、1年に／ついて150時間を超える時間   

外労働（法定時間外労働）をさせることはできません、ただし、就業規則や時間外労働協定等   

で定めた時間外労働〝）上限時間が、1か月について24時間、1年に／ついて150時間を下回る場合   

は、就業規Llりや時間外労働協定等で定雄）た時間外労働の上限時間が優先されます  

（4）「事業の正常な運営を妨げる場合」に該当するか否かは、そ〝）労働者〃）所属する事業所を基   

準として、そ〃）労働者の担当する作業び）内容、作業ノ）繁閑、代行者〃）配置の難易等諸般の事情   

を考慮して客観的に判断することとなります 

（5）「配偶者が常態としてそぴ）子を養育することができると認められる労働者」とは、配偶者が   

次（ノ）①～④ぴ）いずれにむ該当1‾る場合をいい圭す（則第31条の2） 

壮職業に就いていないこと（育児休業そ〝）他州木業に上り就業していない場合及び1週間の  

就業日数が2R以下び）場合を含みますJ） 

（≧：負傷、疾病等に上りア・の養育が困潮流状態でないこと   

④ 6週間（多胎妊娠の場合は14週間）以内に出産予定でなく、又は産後H週間以内でないこ  

し  」 

耳 請求に係る子と同居Lていること 
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（6）「請求できないこととすることについて、 合理的な理由があると認められる労働者」とは、   

次のいずれかの場合をいいます（則第31条の3）し〕   

①1週間の所定労働日数が2日以下の労働者   

② 内縁の妻（夫）等が（5）の①～④のすべてに該当する労働者  

ポイント解説  

★ パートタイマーやアルバイトの方についても、日々雇い入れられる者や引き続き雇用さ   

れた期間が1年に満たない労働者など、制度が適用にならない場合に該当しない限り、時   

間外労働の制限の権利が認められます。  

★ 事業主は、労働者が時間外労働の制限を請求した場合においては、労働者が請求どおり   

に時間外労働の制限を受けられるように、通常考えられる相当の努力をすべきものです。   

単に時間外労働が事業の運営上必要であるとの理由だけでは拒むことは許されないと解さ   

れます。  

Ⅵ－2 育児を行う労働者の時間外労働の制限2   （第17条第2項）  

■■一■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■l■ll■■■■■1－■t■■■■■■■l■■■■■●■－■■一■■－■■－■■－■■－■■－■■■－－■－■■－■■－●■－■■－■■－■■－■■－■■－■■－■■■■●■■■■■■■■■■■■■■■■■■■lll■■■l■■■●■■■■■■■■■■■■■■■■■■■   

l  

O 制限の請求は、1回につき、1か月以上1年以内の期間について、その開始の目及び終≡  
l  

了の日を明らかにして制限開始予定日の1か月前までにしな【ナればなりません。  

l iO この請求は、何回もすることができます。  
l  

（l）具体的には以下のようになります。  
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（2）請求は、次〝）事項を記載した書面を事業主に提出して行わなけれげなり圭せん（則第31条〝）4   

第1項） 

こi⊃請求の年月E］  

霊労働者〟）氏名   

甘請求に係る子ノ）氏名、生年月［］及び労働者と〃）続柄（子がH生してい加、場合は、出産予  

定者〝）氏名、出産㌣定日及び労働者との続柄）   

－宣制限を開始し上うと－てj‾る目及び制限を終了LょうとするH   

⑤請求に係ろ子が養子であろ場合には養子縁組の効力発生日  

（こ≠〇常態としてそレ）J′・を養育十ろことができる配偶者等がい′こいこと  

（3）事業主は、労働者に対して請求に係ろ干潮出生等を証明十る書類ソ）提出を求凍）ることができ   

去す（則第う1条〟）4第二項）  

（4）事業主は労働者が時間外労働ゾ）制限を請求したこと又は実際に時間外労働の制限を受けたこ   

とを珂吊1とLて、解雇そ〔ノ用恒ノ）イこ利益な取扱いをしてはなりません（指針）  

（5）労働者が1年未満（ノ）期「問で請求した場合には、そ〃）請求期間l人Jにおいて150時間を超えない   

Lうにしなけれげなりません   

時間外労働〃）制限び）請求期間においては、1勺二15（川寺間と1カ用24時間〃）両方〃）制限がかか   

りますが、請求期間）1ミ（うか月以下の場合には、1年150時間こ川時間制限レ）意味上土あり去せん（ノ）   

で、実質的に1か月ヱ4時間〃）上限〃）みが生き手す   

（例）請求期間が5小月の場合   

・各月それぞれコ4時間ザ／〕モで  

→ ニれに上り、期間トータルノ）総時間そ）、24時間※5＝＝120時間去でに抑え〔Jれま」‾  

ポイント解説  

★ 時間外労働〃）制限の対象と／工ろ（ノ）は、当然ノ）二とながら法定′芳働時間（1週間に／つき40   

時間、1‖に／〕き針時間なお、一部特例あり）を超えろ時間外労イ動であり、変形労働   

時間制ヤフレックスタイム制の場合妄）対象とたりト1‾  

なお、フレッシスタイム制をとった場合に時間外労働と評価されろ（川七、清算期間にお   

ける法定′芳働時間の総枠を超えた時間です  

二うニi－－   



Ⅵ－3 育児を行う労働者の時間外労働の制限3  
（第17条第3項～第5項）  

l  

≡○ 時間外労働の制限の期間は、労働者の意思にかかわらず次の場合に終了します。  

① 子を養育しないこととなった場合  

② 子が小学校就学の始期に達した場合  

③ 時間外労働の制限を受けている労働者について産前産後休業、育児休業又は介護休業   

が始去った場合  

（1）「子を養育しないこととなった場合」とは、具体的には次の場合をいいます（則第31条の5、   

第31条の6）。   

① 子の死亡   

② 子が養子の場合の離縁や養子縁組の取消   

③ 子が他人の養子となったこと等による同居の解消   

④ 労働者の負傷、疾病等により、制限を終了しようとする目までの間、子を養育できない状  

態となったこと  

（2）子を養育しないこととなった場合は、労働者はその旨を事業主に通知しなければなりません   

（法第17条第3項、第5項）。  

（3）労働者が1年間について請求を行った場合であっても、時間外労働の制限の適用を受ける必   

要がなくなった時には、いつでも請求を撤回することができ、以後その適用を受けないことに   

なりますり  

ただし、事業主は、労働者から撤回の申出があったからといって、直ちにその労働者に対し、   

他の労働者と同水準の時間外労働をさせなければならなくなるものではありません。  
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Ⅵ－4 家族介護を行う労働者の時間外労働の制限   （第1日条）  

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■●■■－■■■■■l■■●■■■●■●■■■■■■■■■l■■－■▲■■■■■■■一一‥－■一一■■－■■－■■－■■－■－－■－■－－■■－■■■■－■■－■■－■■－■■－■■－－←■■－■■－■■－■■－●－－●■－－■●＝■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■－  

〔〕事業主は、要介護状態にあろ対象家族を介護する労働者が、そノ）対象家族を介護するた   

裾こ請求Lた場合においてけ、事業〃）正常な運営を妨げる場合を除き、1か月について2′′1  

l ． 時間、1年について150時間を超えろ時間外労働をさせてはいけ去せん  
I i〔二〕ただL、次〔ハLう／工労働者は請求でき去せん  

■ 〔しそ〃）事業i二に継続Lて雇用された期間が1隼に満たない′労働者  
l  

② l週間の所定労働目数が2口以卜〃）労働者  ・  
l   

制限〃）請求は、1ト＝二つき、1かH以上1勺二以内げ）期間につい－ご、そ〝）開始げ）「］及び終 毒   

r〃）日を明らかにLて制限開始予克汗川）1か月前去でに L／己けれげなり吏せん  

⊂〕二び）請求ほ、何［ロ1≠）することができ㌢十  

○ 時間外労働の制限ソ）期間は、労働者の意思にかかわ木ず次の場合に終了します  

1〕対象家族を介護Lないこととなった場合   

こ劣時間外労働ノ）制限をまけていろ′方働者に／）いて産前産後作業、古畑木業又は介護休業至  
l  

が始去／〕た場合  
．  

1 ⊂）時間外労働〃）制限ノ欄婚前に対象家族を介護し／言いこととな／〕た場合には、時間外労働i  
l
＿
■
l
■
■
l
「
 
 

【  

． ぴ）制限〝）請求はされなか／〕たこととなり主す  

l  

（り 時間外労働〃制限H、あLl′）かじめ制度が導入され、就業規則などに記載されるべき≠）ぴ）■ごあ   

ろことに留意してください（指針）な才∴ 当然〃）二となが「J、事業主が労働者に時間外労働を   

させるためには、別途労働基準掛第端条濁】項の規定に上る時間外′方働協定を締結し、所轄の   

労働基準監督署長ノ＼ノd＝ナ出ろことがノ∠、要です  

（2）「要介護状態」「対象‘家族」ぴ）定義け、介言酎木業の場合と同様■ぐ十（Ⅲ1（】9～20ページ）   

参照）  

（3）請求は、 次〃）事項を記載した書面を事業主に提出Lて行わなければなり吏せん（則第31条の   

8）＝  

〔里、）請求ゾ）年月R   

妻二労働者〃）氏名   

葦請求に係る対象′家族ノ）代名及び′引動者とび）続柄   

④ 請求に係る対象家族が祖父母、兄弟姉妹又は孫であろ場合 は、労働者一がそソ）対象家族と同  

居し、か／〕、扶養Lていろこと  

宕ノ）請求に係る対象家族が要介護状態にあること  

〔亘 制限を開始しとうと十る口及び制限を終了L上うとする日  

（4）事業＝鉦土、労働者に対して請求に係る対象家族が要介護状態にあること等を証明する書類〃）   

提出を求めることができE十（則第うl条ソ〕8第二項）J  
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（5）「対象家族を介護しないこととなった場合」とは、具体的には次の場合をいいます（則第31   

条の9、第31条の10）。   

① 対象家族の死亡   

② 離婚、婚姻の取消、離縁等による対象家族との親族関係の消滅  

③ 労働者が負傷、疾病等により制限を終了しようとする日圭での間対象家族を介護できない  

状態になったこと   

（6）対象家族を介護しないこととなった場合は、労働者はその旨を事業主に通知しなければなり   

ません（法第18条において準用する法第17条第3項、第5項）。   

（7）その他、期間を定めて雇用される者も対象となるこ と、「事業の正常な運営を妨げる」か否か   

は客観的に判断されること、請求の仕方の具体例、指針に留意すること等については、育児を   

行う労働者の時間外労働の制限の場合と同様です（Ⅵ－1～3参照）。  
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育児や家族介護を行う労働者の時間外労働の  

制限と時間外労働協定との関係について   

法定労働時間を超えて時間外労働をさせょうとする場含には、′方働基準法第36条に基／うく時間  

外労働協定を締結し、所轄の労働基準監督署長に届け出る必要があり圭す   

ここでは、育児や介護を行う労働者の時間外労働の制限と時間外労働協定との関係について解  

説し去す 

時間外労働協定とび）関係   

育児・介護休業法に基づく時間外労働び）制限は、1か月以上1年以内の期間につい  

て個々〝）労働者がそ〃）開始び）目（以†∴「制限開始［」」といいよす、）及び終了の日を  

明らかにして請求する制度であり、ニ〝）制限開始日は、その労働者が働く事業所にお  

ける時間外労働協定で定牒）る一定び）期間，1（以下、「一定期間」といい圭す。）〃）  

起算日とは、通常、 一放Lない≠、ぴ）と考えられ去す（例えば、労働者が時間外労働  

（ノ）制限を請求」‾る期間が平成18年6月11日か〔」平成】9牛6月10日までとなって  

おり、時間外労働協定において定められた「1日を超え：うか月以内の期間」が1か  

月で 、起算日が毎月1日となっている場合）   

ニ〃）場合、事業主はそれぞれの法律に基づきそれぞれノ）期間ごとに労働時間管理  

をしなければなりませんが、ノ方働時間管理が複雑とな「」ないょうにするために、例  

えば「1日を超えこうか月以内の期間」が1か月の場合において、育児・介護休業法  

に基づく時間外労働〃）制限開始日を時間外労働協定で定めろ一定期間の起算日と合  

致rす‾るょうにして労働者に請求Lても〔〕うことが考えられ去すなお、労働者び）意  

思に反してそぴ）ょうな請求を強制することが許されないことは言う去でもあり 圭せ  

ん  

（注1）時間外労働協定においては、「1［】を超える一定の期間」とLて「1日を超えるこうか月以  

内の期間」及び「1年間」に／）いて延長することができる時間を協定しなければなり壬せ  

ん  

★ 時間外労働協定との調整倒   

木来、どの時点か〔〕時間外労働〃）制限を請求するかについては労働者が任意に請求  

できますが、事業主は、労働者の同音を得て、育児・介護休業法に基づく時間外労働  

の制限開始日と時間外労働協定に定める≠一定期間の起筒日とを合致させることも考え  

ら，れ圭す 

例えば、「1日を超えニiか月以内の期間」が1か月〃）場合において、次のような方法  

が考えられます 

し‡ノ）制限開始日を次〃）一定期間ゾ）起算日に合致させるべく、当初〃）制限開始希望日より   

遅らせて労働者に請求してもらう方法 

あるいは、  
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② 労働者の請求は制限開始日の1か月前までにすることとなっていますが、これにか   

かわらず、制限開始日を一定期間の起算日に合致させるべく、当初の制限開始希望日   

より前倒しして取り扱う方法。  

※ ①のように取り扱う場合には、労働者の合意を得やすいように、当初の制限開始希望日か   

ら変更後の制限開始日の前日までの間の時間外労働の上限時間について、育児・介護休業法   

に基づく時間外労働の制限の制度を下回らない条件で設定すること、例えば、その期間の目   

数で按分した時間（24時間×請求を遅らせた期間の日数／その月の総日数）の上限時間とす   

ることも考えられます。  

※ ②のように取り扱う場合でも、時間外労働の制限は時間外労働をさせ得る状態にあ   

ることが前提ですから、制限開始日が請求する労働者本人の育児休業期間中になるこ   

とは問題があります。また、制限開始日が請求する労働者の配偶者の育児休業期間中   

になる場合には、育児・介護休業法上は請求できる労働者としての要件を満たさなく   

なりますが、当事者が合意すれば、前倒しして時間外労働の制限の制度とは別に一定   

期間の起算日から労働時間管理をすることは可能です。  

（丑 5／11  6／1  6／11  

② 5／11  6／1  6／11  

時間外労働協定に記載する場合   

時間外労働の制限の制度の適用を受ける労働者の扱いについて、時間外労働協定上明示す  

る必要はありませんが、例えば、上記のケースのように、育児・介護休業法に基づいて時  

間外労働の制限を請求する労働者の制限開始日が時間外労働協定で定める一定期間の  

起算日と合致する場合、こうした労働者について1か月につき 24時間以下、1年に  

つき150時間以下の時間外労働協定を締結し、届け出ておくことも考えられます。   

その場合の時間外労働協定届の具体的な記載の仕方については、40ページの例を参  

考にしてください。（注2）  

（注2）このような時間外労働協定を締結した場合は、時間外労働の制限時間の計算に当たり以  

下のような注意が必要です。  
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（例）時間外労働協定て美津）る一定期間〃）うち1年間び）起算日が4月1日で▲椴の労働者に係   

る1年叫別限時間が二50時間、制限開始日が月〝）机U（起算日）となるょうに育児・介護   

休業法上び）時間外労働び）制「猥を請求Lた労働者（下L紺二おいて「制限労働者」といい圭す〔）   

に係る1年二〔／）制限時間が150時間ヒする時間外労働協定を締結Lた場合において、育児・   

介護休業法上〝）制限期間を10月1日から翌年〃）り月30日までとすろ請求があった場合  

〃ノい介護休業f」：トゾ）制服叫≠  

10／】   （巨ン川コヰ‖川j、1牛仁鮒‖川】）   川／1  

4／】  4／】  労働拭準拭斗し′）制服情川  

（搬甘ぺ湖用‾に／〕きl隼・ヱ5（）＝川1、  

制服ぺ一例首∴／〕き1卜15（）‖川り）   

】0月1［］か「J翌年〃）3月う1‡1去で〝）間は、育児・介護休業法上は最大で144時間（1か  

月24時間×6か月）主で時間外労働をさせることができますが、ウうナ働基準法上の制限時間  

は4月1日か「）計筒されろた粛）、例えば4月】口からり月30日去でゾ）間に120時間の時間  

外労働をさせたと十ると、10日l「1から翌年〃）3月31日去でu）間は、150，120＝30時  

間王でLか日寺間外労働をさせることはできよせん 

一 39 －   



協定の当事者（労働者の過半数を代表する者の場合）の選出ノノ法（投票による選挙  
平成○隼 3月15R  

職名代表取締役社長  
使用 者  氏名 佐方 美紀子 印  

00労働基準監督署長殿  
記載心得  
1「業務の種類」の欄には、時間外労働又は休日労働をさせる必要のある業務を具体的に記入し、労働基準法第36条第1項ただし吾の健康上特に有害な業務について協定をし  
た場合には、当該業務を他の業務と区別して記入すること。  
2 「延長することができる時間」の欄の記入に当たっては、次のとおりとすること。  
（り rl日」の欄には、労働基準法第32条から第こう2条の5まで又は第40条の規定により労働させることができる最長の労働時間を超えて延長することができる時間であつ  

て、I目についての限度となる時間を記入すること       （2）rl目を超える一定の期間（起算日）」の欄には／労働基準法第32条から第32条の5まで又は第40条の規定により労働させることができる最長の労働時間を超えて延長  
することができる時間であって、同法第36条第1項の協定で定められた1日を超えこう箇月以内の期間及び1年についての延長することができる時間の限度に関して、その上  
欄に当該協定で定められたすべての期間を記入し、当該期間の起算日を括弧書きし、その下欄に、当該期間に応じ、それぞれ当該期間についての限度となる時間を記入するこ  
と。  

3芝の欄は、労働基準法第：〕2条の4の規定による労働時間により労働する労働者（対象期間が3箇月を超える変形労働時間制により労働する者に限る。）について記人すること  
4「労働させることができる休日並びに始業及び終業の時刻」の欄には、労働基準法第35条の規定による休日であって労働させることができる口並びに当該休日の労働の始業  
及び終業の時刻を記人すること 
＝       〇 「期間」の欄には、時間外労働又は休日ガ働をさせることができるRの属する期間を記入すること。  



Ⅶ 深夜業の制限   

Ⅶ－1 育児を行う労働者の深夜業の制限1  （第19条第1項）  

■
 
 
 
 
＼
1
ノ
 
 
 

■
 
 

l  

事業主は、小学校就争ノ）始期に達－てj－るまで（ノ）了せ養育する労働者が、そ〃）十を養育する 室  

た裾二請求した場合においてけ、事業の正常な運営を妨げる場合を除き、午後10暗から午  

前5晴美でい間（以仁「深夜」といい左す）において労働させてはなり去せん 

〔二）ただし、次の上うな労働者は請求でき去せん  

廿 そ〃）事業主に継続Lて雇用された期間が1年に満たない労働者  

こ空深夜におい てそぴ）子を常態として保育することができる同居げ）家族がいる労働者  ●  

l  

：：iニー そ叫山請求できないニヒとすることについて合理的な理由があると認められる労働者 …  
t  

（l）深夜業の静」眼け、あらかじめ制度が導入され、就業規則などに記載されるべきものであるこ   

とに留意して㌧こださい（指針）  

（2）「1々雇い入わ「Jれろ肯け請来でき去せんが、期間を定めて雇用されろ者は請求できます 

（3）「事業の正常な運営を妨げろ場合」に該、Ljするか否かは、そぴ）労働者び）所属する事業所を基   

準として、そ〔／）労働者ノ）担当する作業の内容、作業の繁閑、代替要員〝）配置の難易等諸般の二事   

情を考慮Lて′客観的に判断することとなります  

（4）所定外労働しり延長とLて深夜に及ぶことにな／ブた場合に≠）、請求でき去す  

（5）「深夜においてそ直子を常態として保育することができる同居の家族」とは、16歳以上の同   

店り）家族であ／って、   

こ主、二深夜に就業Lていないこと（深夜におけろ就業日数が1月に／ついて：う目以下の場合を含み  

Eす）り   

せ＋負傷、疾病等に上り子〃）保育が困難な状態でないこと   

－  6週間（多月糾朝凪ル場合H14週間）以内に出産十定でなく、又は産後8週間以内でないニ  

ト  

リ）いずれに手）該当すろ苗せいい左す（則第こうl条び）11）  

（6）「請求できないこととすろ ことに／ついて合理的な理由があると認机られる労働者」とは、次   

〃）いずれかび）場合をいい手十（則第31条の12）   

けニノ1週間〃）所定労働日数が2［］以下〃）労働者   

せ所定労働時間〃）全部が深夜にある労働者  
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ポイント解説  

★ パートタイマーやアルバイトの方についても、日々雇い入れられる者や引き続き雇用さ   

れた期間が1年に満たない労働者など、制度が適用にならない場合に該当しない限り、深   

夜業の制限の権利が認められます。  

★ 事業主は、労働者が深夜業の制限を請求した場合においては、労働者が請求どおりに深   

夜業の制限を受けられるように、通常考えられる相当の努力をすべきものです。〕  

事業主には、深夜業を免除する代わりに同等の昼間勤務を確保することまでは義務づけ   

られていませんが、労働者本人が昼間勤務での就業を希望しており、かつ代わりに就業さ   

せることができる同職種の昼間勤務が十分あるにもかかわらず、深夜業の制限を請求した   

労働者を昼間勤務に就けさせず懲罰的に無給で休業させるといった取扱いは、深夜業の制   

限の制度の利用を躊躇させるものであり、不利益取扱いに当たるおそれがあり圭す。  

★ 「所定労働時間の全部が深夜にある労働者」とは、労働契約上労働すべき時間として定   

められている時間のすべてが午後10時～午前5時の間にある労働者をいいます。  

Ⅶ－2 育児を行う労働者の深夜業の制限2  （第19条第2項）  

（1）具体的には以下のようになります。   

（例）   

4／1  5／1  10／1  11／Ⅰ  

深夜  

／′‾、＼      1   
回   開T  
目   始回  

） ←1か月  目  
＼、．＿／  

深夜業の制限  

（2回目）  
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（2）請求は、次レ）事項を記載した書面を事業主に提出して行わなければなりません（則第31条の  

13第l項）。   

0〕請求の年月日   

② 労働者の氏名   

③ 請求に係る了・〃）氏名、生年月日及び労働者と〃）続柄（子が出生していない場合は、出産予  

定者の氏名、出産予定日及び労働者との続柄）   

④ 制限を開始しようとする目及び制限を終了しノようとする目   

00 請求に係る子が養子である場合には養子縁組の効力発生日   

⑥＋深夜においてそ〃）了一を常態とLて保育することができる同居の家族がいないこと  

（3）事業主は、労働者に対して請求に係る子〃）出生等を証明する書類の提出を求めることができ   

ます（則第31条の13第二項） 

（4）事業主は、あらかじめ、労働者の深夜業〃）制限期間中における待遇（昼間勤務への転換の有   

無を含みます。）に関する事項を定めろとと≠）に、労働者に周知させるための措置を講ずるよう   

に配慮してください（指針）  

（5）事業主は、労働者の育児や介護〝）状況、勤務の状況等が様々であることに対応し、制度の弾   

力的な利用が可能となるように配慮してください（指針） 

（6）事業主は労働者が深夜業の制限を請求したこと又は実際に制限を受けたことを理由として、   

解雇その他の不利益な取扱いをしてはなりません（指針）  

ポイント解説  

★（5）〝）「制度び）弾力的な運用」としては、週の特定の曜日や、深夜の特定の時間につい   

て深夜業の制限を受け〔Jれるようにすること、制限開始予定日の1月前より短い期間での   

請求で車）ょいこととすること等が考えられ圭す 
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